
別記様式第４

平成　　年　　月　　日

　　一般社団法人　環境共生住宅推進協議会
会長　竹中　宣雄　殿
代表提案者　　　　　　　　　　　　　　　㊞
平成３０年度住宅・建築物環境対策事業費補助金交付変更承認申請書
平成　　年　　月　　日付けＫＫＪ３０発第　　　　号をもって交付決定の通知を受けた標記事業については、当該決定の額及びその内容を変更したいので、下記のとおり申請します。
記

１．補助事業の名称　　既存建築物省エネ化推進事業
応募番号（　　　　　　　　　　）
事業名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
前回交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

変更増減額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

３．変更理由　　別紙のとおり

４．交付申請額の算出方法及び事業経費の配分（交付申請書別紙１、２、３のとおり）
５．事業完了の期日　　平成　　年　　月　　日
　　　　  （申請書類）
１．交付決定通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　(原本写し)
２．交付申請額の算出方法及び事業経費の配分　　　   　　　　　　　　　（別紙１）

３．交付申請額の算出方法の明細　　　　   　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）
４．附帯事務費明細書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　（別紙３）
（添付資料）
１．採択通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （原本写し）
２．建築士による提案内容への適合確認書　　　　　　　　　　　　   　　（別添１）
３．全体事業進捗管理表（複数の建築物等を改修する提案の場合）　　 　　（別添２）
４．交付申請内訳書（複数の建築物等を改修する提案の場合）　　　　　　 （別添３）
５．交付申請概要書（複数の建築物等を改修する提案の場合）　　　　　　 （別添４）
６. 補助事業に関する宣誓書                          　　　　　　　　　(別添５）
７. 申請の制限に係る事案の有無等の確認書　　　　　　　　　　　　　　 （別添６）
８. 振込口座登録票                                　　　　　　　　　 （別添７）
９. 建築士による耐震性の基準への適合確認書        　　　　　　   　　（別添８）
１０. 耐震性を証明する書類（登記事項証明書、建築確認検査済証　等） 　　（原本写し）
１１. 代表提案者の登記簿等事業実態のわかる書類　　　　　   　 　　　　 （原本）

１２. 委任状　＊該当事業者のみ　　　　　　　　　　 　　　　　　        （任意様式１）

１３．各種工事期間がわかる工事工程表　　　　　　　　　　　　　　       （任意様式２）
１４．改修割合、省エネ効果、エネルギー計測・管理等の計算書　　　       （参考様式１－１～１－５）
１５．設計図面（配置図、平面図、立面図など）、改修部分、　　　　        （任意様式３）

計測の範囲が明確で計測機器の設置が分かる書類等
１６．事業費総額の見積書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （原本写し）
１７．補助対象事業費内訳（標準単価方式の場合は様式２－５のみ）　　　   （参考様式２－１～２－５）
１８．補助対象事業費の見積書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（原本写し）

１９．改修機器の価格表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （任意様式４）
２０．改修機器、計測機器のメーカー仕様書（改修前後）　　　　　　　　　 （任意様式５）
２１．バリアフリー改修設備のメーカー仕様書　＊該当事業者のみ　　　　　 （任意様式６）
２２．共同事業実施規約　＊該当事業者のみ　　　　　　　　　　　　　　　 （任意様式７）
２３．リース契約・ESCO契約等の場合の相関図　＊該当事業者のみ　　　　　 （任意様式８）
２４．その他協議会が確認に必要と判断するもの
　　　　　　　（記載上の注意）
１. 用紙の大きさは、日本工業規格で定めるＡ列４とし、縦位置とすること。（設計図書はＡ３折込で可）
２．交付変更申請額の算出方法等は、すべて補助金交付申請書の様式を準用し、当初の数字を変更後数字の
　　上段に(　)書きで記入し、合計欄の下に変更増減の欄を設けること。
　


